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（別紙１） 

管理運営状況 評価シート【令和６年度】 

（評価日 令和７年６月５日） 

１ 施設の概要  

施設名 岩手県民会館 

所在地 

電話・FAX 

HP・電子ﾒｰﾙ 

岩手県盛岡市内丸 13番１号 

電話：019-624-1172 FAX：019-625-3595 

HP：https://www.iwate-kenmin.jp/  E-mail：iwakenminkaikan@echna.ne.jp 

設置根拠 県民会館条例 

設置目的 
（設置：昭和 48年４月１日） 

 芸術文化の普及振興を図り、県民生活の向上に寄与する。 

施設概要 

敷地面積：8,661㎡、建物面積：5,891㎡、建築延べ面積：18,566㎡ 

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）、地上５階、地下１階 

 大ホール（収容人員 1,991席）、大ホール楽屋４室 

 中ホール（収容人員 602席）、中ホール楽屋３室 

 リハーサル室（床面フローリング仕上 119.8㎡） 

 展示室２室（第１展示室 221.9㎡、第２展示室 682.3㎡） 

 会議室５室、和室２室、講師控室、特別室 

 駐車場（屋内 41台）、屋外駐車スペースあり 

 その他の付属設備：ピアノ５台、液晶ビデオ装置２式 

施設所管課 
岩手県文化スポーツ部文化振興課  

（電話：019-629-6485、FAX：019-629-6484、メールアドレス：ak0002@pref.iwate.jp） 

 

２ 指定管理者 

指定管理者名 公益財団法人岩手県文化振興事業団 

指定期間 令和５年４月１日～令和 10年３月 31日（５年間） 

連絡先 
岩手県盛岡市内丸 13番１号 

電話：019-624-1171、FAX：019-625-3595 

 

３ 指定管理者が行う業務等 

業務内容（主な

もの） 

・使用の許可、利用料金の徴収等  

・施設等の維持管理  

・施設の利用促進  （自主文化事業の実施、広報業務の実施 等）  

職員配置、管理

体制 

 

３６名（常勤換算１５名） 

（令和 6年 4月 1日現在） 

組織図 

（岩手県文化振興事業団） 

館長 

    業務管理課 正職員      ６名 

会計年度雇用職員 ６名 

          委託職員    ２１名 

 

保守管理室 正職員      ２名 

（内訳） 

正職員９名 

会計年度雇用職員６名 

委託職員２１名 

（舞台 4名、保守 4名、清掃７名、 

警備 6名） 

利用料金 別紙料金表のとおり 

開館時間 8時～22時 休館日 

毎月第３月曜日（祝日に当たるときは、そ

の翌日以後の直近の休日でない日） 

年末年始（12月 29日～1月 3日） 

（ただし、希望があれば開館） 
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４ 施設の利用状況    （単位：人、％ ） 

（利用者数、

稼働率） 

前期間 

平 均 

指定管理期間 備考 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 期間平均  

第１四半期 39,718/38.8 248,807/64.3 33,698/39.3    141,253/51.8  

第２四半期 46,157/58.0 53,632/58.6 65,101/69.0    59,367/62.9  

第３四半期 85,267/73.7 75,377/77.8 77,453/77.8     76,415/77.8  

第４四半期 53,085/42.3 54,962/46.4 57,821/57.1     56,392/51.8  

年間計（実

績） 
224,227/53.2 432,778/61.8 234,073/60.8    333,427/61.1  

 

５ 収支の状況     （単位：千円） 

区  分 
前期間 

平 均 

指定管理期間 備考 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 期間平均  

収

入 

利用料金 71,410 102,883 94,398    98,641  

指定管理料金 211,215 220,313 222,063    221,188  

雑収入 1,705 118 201    160  

自主事業 59,506 15,011 30,710    22,861  

小計 343,836 338,325 347,372    342,850  

支

出 

人件費 93,253 84,798 87,249    86,024  

維持管理費 196,483 227,082 221,870    224,476  

総務部経費 7,984 7,735 7,735    7,735  

自主事業 58,229 13,428 29,224    21,326  

小計 355,949 333,043 346,078    339,561  

収支差額 △12,113 5,282 1,294    3,289  

 

６ 利用者の意見等への対応状況 

(1) 利用者意見（満足度等）の把握方法 

把握方法 アンケート、ホームページ、提案箱 
実施 

主体 
（公財）岩手県文化振興事業団 

(2) 利用者からの苦情・要望 

受付件数 苦情 11件、要望 10件、その他 21件 

主な苦情、要望等 対応状況 

① 利用登録の際、利用者側から連絡が必要

な点が分かりにくい。 

利用者登録後に自動送信される文面及び、ホームページの利用

の手引きにも利用者登録後に当館への連絡が必要と案内してい

る。 

② トイレについて、和式トイレから洋式ト

イレにしてほしい。 

意見として受け賜わった。 

県への大規模修繕予算要求項目には入れている。 

③ イベントがある時、長椅子等が多数ある

とよい。 

現状、設置可能な箇所にはスツールを設置している。 

これ以上設置することは、非常時に避難路の障害になるなど問

題がある。 

④ 会議室の椅子が重い ネーミングライツの契約金を利用し、会議室の机をリニューア

ルしてもらったが、椅子については以前の物を使用しており、次

回のネーミングライツ契約金でのリニューアルを検討してい

る。 
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その他利用者からの積極的な評価等 

・会議室の机が新しくなって気持ちよかったです。 

・新しいテーブルがとても使い易くありがたいです。 

・Wi-Fiが使えて嬉しかった。利用者登録に若干困惑したが、概ね満足。 

７ 業務点検・評価（※） 

(1) 業務の履行状況 

項 目 事業計画、県が求める水準 実績（指定管理者の自己評価） 
評価 

指標 

運営業務 1) 県民会館が公の施設としての公

共性を有することを十分に理解

し、管理業務等にあたっては、その

趣旨に則って実施する。 

 

 

 

2) 県民の平等な利用の確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 設置目的を効果的かつ効率的に

達成する。 

1) 利用者ニーズに応えた施設の貸

出と適切な管理運営及び県民の目

線に立った利用サービスの向上に

努めた。 

① 先着順による利用申請の徹底 

② 利用しやすい料金設定 

 

2) ① 申請の手続き方法を、窓口、

ＦＡＸだけでなく、ＷＥＢ申請

を可能とし、利用者の利便性を

図り、先着順に予約を受け付け

ることで、公共団体、個人を問わ

ず公平な取扱いに努めた。 

  

  ② 個々のサービスにおいて、対

応者による格差が生じないよ

う、受付マニュアルを作成する

などし、職員間で共有に努めた。 

 

3) ① 自主文化事業においては、

様々な団体と連携して、県民参画

型の「岩手の民謡をたずねて」、

「いわて吹奏楽祭」等の事業を実

施。 

 

    ② 料金設定については、収支を

考慮した上で、条例第６条に定め

る利用料金の上限額より一部低

くし、利用者の立場に立った設定

としている。徴収時期は、利用後

の一括徴収も可能とし、利用者に

は好評である。 

 

   ③ 使用許可に際しては、利用内

容及び料金を複数の職員でチェ

ックし、適確かつ迅速に対応して

いる。 

 

④ 支払期限が過ぎた利用者を常

に把握し、支払期限を大幅（１月

程度）に過ぎた利用者には督促を

行い、利用料金を徴収している。 

 

⑤ 管理運営面では、経費削減の

ため、光熱費や消耗品など徹底し

Ｂ 
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た管理に努めながら老朽化した

施設を細やかに管理し長寿命化

にも努めた。 

 

施設の利用状況 1) 大・中ホール利用率を中期経営

目標で定めた目標値の 64.4％を達

成する。 

 

2) 上記目標値に向けた取組と、増

減内容の把握。 

 

 

3) 施設利用促進に係る広報等の実

施。 

1）令和６年度のホール利用率は

62.2%と、目標値には届かなかっ

た。 

 

2）目標値に届かなかった要因は、感

染拡大防止を理由に減少していた

各種イベントが、以前の状況に戻

り切っていないことによる。 

3）ホール利用率向上のため、会館の

魅力を生かした誘致を継続的に行

うとともに、さらなる新規利用者

の開拓や、利用率向上に繋がる事

業の取り組みに努める。 

 

Ｂ 

 

 

施設の維持管理状況 1) 指定管理者が行う施設整備の維

持管理等の業務を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

2) 公有財産を適切に管理する。 

 

 

 

3) 備品台帳との整合性がとられて

いること。 

1) 管理計画に基づき施設設備の保

守点検、修繕等を適切に行うととも

に、突発的に生じる故障個所につい

ては優先度を考慮しながら修繕を

行うことで、大きな障害を発生させ

ることなく利用者に安全かつ快適

な運営を行った。 

 

2) 経年劣化した利用料金対象備品

は修繕するなど、適切な維持管理に

努めた。 

 

3) 備品と備品台帳の照合を行い、公

有財産の適正管理に努めた。 

 

Ｂ 

記録等の整理・保管 管理に係る各種帳票書類を適正に

整理保管する。 

① 保守点検記録などの各種帳票書

類は、法令や事業団規程に基づき保

存年限を遵守するなど、適正な整理

保管に努めた。 

 

② 上の記録から将来的に整備が必

要なものについては、県に報告する

など情報の共有に努めた。 

 

Ｂ 
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自主事業、提案内容の実施

状況 

1) 施設の設置目的に沿った、利用

促進に繋がる方策に基づき事業を

実施する。 

 

 

 

2) 管理計画書における自主事業実

施計画の公演回数を達成し、参画

型・育成型事業に積極的に取り組

んでいる。 

1) 利用促進に繋がる取組として、

「岩手の民謡をたずねて」、「いわ

て吹奏楽祭」等の育成型・参画型

事業やコンサート・サロン事業を

実施した。 

 

2) 令和６年度は、「宝塚歌劇 月組

公演」、「ミュージカル『この世界

の片隅に』」といった鑑賞型事業

や、「いわて吹奏楽祭」等の参画

型・育成事業及び震災復興関連事

業を含む、６事業 13公演を実

施、入場者数は 11,458人と目標

値を上回ることができた。 

 

Ｂ 

（施設所管課評価） 

・成果のあった点 

 令和５年度は、施設利用者が実施した特別展により利用者数が増大していたが、令和６年度は同様の

利用が無かったことにより大幅減となった。しかしながら、指定管理者で実施する自主事業については、

13公演を実施して目標を上回る入場者数があり、厳しい状況においても施設の利用促進につながる取組

を着実に実施してきたことが認められる。 

・改善を要する点 

 講演等への新規の入場者や、特別展などを行う事業者に対して、積極的な周知広報を行うなど、施設

利用の回復及び利用率の目標の達成に向け、より一層の取組を継続すること。  

Ｂ 

 

(2) 運営体制等 

項 目 事業計画、県が求める水準 実績（指定管理者の自己評価） 
評価 

指標 

職員の配置体制  各業務に適した職員及び必要な有

資格者を適正に配置する。 

① 各業務に適した資格等を有した

人員を適正に配置。 

 

② 自主事業の企画・運営などの専門

性を持った退職者を再雇用するな

ど、組織としての業務遂行能力を維

持している。 

 

Ｂ 

苦情、要望対応体制  利用に関する各種問い合わせや要

望及びトラブル等の対応を適切に行

う。 

「意見・提言等受付マニュアル」に

基づき、トラブルや意見・提言等の改

善について職員全員で情報を共有

し、迅速に対応するよう努めた。 

 

Ｂ 
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危機管理体制（事故、緊急

時の対応） 

 災害時・緊急時の対応や、防犯・防

災対策として、マニュアルの整備や

訓練等を行う。 

① 「危機発生時安全行動マニュア

ル」を定め、危機発生時の対応につ

いて職員間で話し合い、夜間の防犯

対策を行った。 

 ・事務室より警備室へ危険を知ら

せるための呼び出しベルの設

置。 

 ・事務室扉を遠隔操作で開閉でき

る鍵の設置。 

 

② 年２回の防災訓練を実施し、非常

放送・消火器の取扱訓練・火災を想

定した避難訓練等を中心に行った。 

・1回目： 8月 19日 

・2回目：12月 16日 

 

Ｂ 

コンプライアンスの取組

み、個人情報の取扱い 

・ 基本協定に基づく秘密の保持、個

人情報の保護及び法令遵守の確保

を図る。 

・ 個人情報に関する書類について、

適切に保管管理する。 

① 「コンプライアンスマニュアル」

及び「個人情報保護規定・保護要項」

に基づき、研修や集会討議・個人目

標の設定等を実施し、全員が常にコ

ンプライアンス意識を持って行動

できるよう努めた。 

 

② 「個人情報マニュアル」を策定す

ると共に、マニュアルに基づき、個

人情報書類管理については、責任者

を明確にして、施錠できる場所への

保管管理を徹底した。 

 

Ｂ 

県、関係機関等との連携体

制 

 基本協定に基づき、関係機関等と

の協力連携に努め、良好な関係を維

持する。 

① 県への定期報告のほか、県の担当

者と日常的に連絡、相談を行うこと

により、情報の共有に努めている。 

 

② 県内の公立文化施設協議会に加

盟し、県内の公立文化施設との情報

共有にも努めている。 

 

➂ 事業団内の他の施設と、毎月「定

例会」を開催し、連携調整を行って

いる。 

 

Ｂ 

（施設所管課評価） 

・成果のあった点 

 施設運営について、有資格者の配置や各種マニュアルに基づく業務の実施等、関係法令に従い適切に

行われていることが認められる。 

・改善を要する点 

 特になし。 

Ｂ 

 

(3) サービスの質 

項 目 事業計画、県が求める水準 実績（指定管理者の自己評価） 
評価 

指標 

運営業務  施設のサービス向上のための研修

等の取組を行う。 

事業団職員研修や県民会館スタッ

フ研修及び岩手県立産業技術短期大

Ｂ 



- 7 - 
 

学校が実施している能力開発研修

や、ものづくり分野に特化した職業

能力開発促進センター（ポリテクセ

ンター）が実施している「現場のため

の電気保全技術」、「有接点シーケン

ス制御の実践技術」といった専門的

な受講を通して、サービスの質の向

上、利用者満足度の向上に努めた。 

 

利用者サービス  利用者サービス向上に向けた方策

に基づき、適切に実施する。 

利用者ニーズに応え、主に下記の

利用者サービスを継続実施した。 

・インターネットでの利用申込。 

・利用者の要望に応じた使用時間の

繰上げや延長。 

・ホール使用アドバイス、舞台演出等

の総合プロデュースの実施。 

・利用料金収納方法の後納制の維持。 

・駐車場利用時間（7時～23時） 

 

Ｂ 

利用者アンケート等 ・ 利用者配布及びアンケートボッ

クスを設置し、利用者ニーズを把

握する。 

・ モニター会議等の実施 

・ アンケート結果に基づく改善 

① 館内に提言箱の設置、各種アンケ

ート（施設利用アンケート、自主文

化事業に関するアンケート）を実施

し、対応しなければならない要望等

は速やかに検討している。 

 

② ホームページからの意見聴取を

行い、改善結果についても公表して

いる。 

 

Ｂ 

（施設所管課評価） 

・成果のあった点 

 職員研修を行う等、サービスの向上のために概ね適切に運営されていると認められる。 

・改善を要する点 

 特になし。 

Ｂ 

 

 

 

(4) サービス提供の安定性、継続性 

項 目 事業計画、県が求める水準 実績（指定管理者の自己評価） 
評価 

指標 

事業収支  管理運営計画における収支の積算

に対する収支実績が適正である。 

① 燃料費及び光熱水費の高騰等に

より、当初積算した収支計画に対し

て大幅な赤字が見込まれたが、令和

５年度より燃料費及び光熱水費が

精算経費の対象となったことから、

指定管理料の精算時に増額措置さ

れ赤字にならずに済んだ。 

 

② その他の経費については、収支計

画に沿った管理運営を心がけ、概ね

適正に予算執行することができた。 

 

③ 自主事業においては、事業毎に当

Ｂ 
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初積算した収支計画に対して収支

の増減があったものの、県内の芸術

文化振興に寄与するため、効果的に

事業を展開するとともに、適正な収

支バランスを確保するよう努めた。 

 

指定管理者の経営状況  経営基盤が安定しており、計画に

沿った管理を行う能力を有してい

る。 

① 当事業団は、行政の補完的役割を

担う公益法人として、文化施設の管

理を目的の一つとして設置された

ものであり、複数の県立文化施設の

管理運営を行うことにより、１施設

の収支状況に拠ることのない、安定

した経営基盤を有している。 

 

② 県民会館単独の収支状況につい

ては、令和５年度からの第６期指定

期間から燃料費及び光熱水費が精

算経費となったことにより、電気料

金等の値上げにより指定管理料が

不足した場合においても、原則増額

措置していただくことにより、赤字

になるリスクを回避することがで

きた。 

 

③ これらのことから、これまでより

も経営基盤は更に安定することが

見込まれており、計画に沿った管理

を行うことができると考えている。 

 

Ｂ 

（施設所管課評価） 

・成果のあった点 

 令和５年度から燃料費及び光熱水費を清算経費としたことにより、原油価格高騰等による収支への影

響が抑えられたことに加え、可能な個所は工夫等を行って支出を抑制し、計画に沿った適正な収支バラ

ンスの確保に努めた。 

・改善を要する点 

 特になし。 

Ｂ 

 

※（注１）県記載欄：「事業計画・県が求める水準」、「評価指標」「施設所管課評価」 

指定管理者記載欄：「実績（自己評価）」 

（注２）評価指標 

Ａ：協定書、提案書等の内容について高レベルで実施され、また、計画を上回る実績（効果）があり、優れた管理が

なされている。 

Ｂ：概ね協定書、提案書等の内容どおり実施され、計画どおりの実績（効果）があり、適切な管理が行われている。 

Ｃ：一部、改善・工夫を要する事項が見られたが、改善済み、または改善される見込みである。 

Ｄ：協定書等の内容に対し、不適切な事項が認められ、改善を要する。 

 

 

８ 指定開始年度から評価年度までの総合評価 

(1) 指定管理者の自己評価 
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① 成果があった取組み、積極的に取り組んだ事項 

・施設利用について、インターネットでの空き日検索及び利用申込を可能とし、オンライン受付を実施してい

るほか、自主事業については、オンラインチケット購入、クレジットカード決済を実施している。 

・県が導入した施設予約システムを活用することにより、利用者の更なる利便性を考えた利用登録方法の構

築や、ＷＥＢ上から会議室等の施設予約を行えるオンラインサービスについての周知を行った。 

・利用者の利便性を考えたホームページの案内項目などを随時更新し、スマートフォンにも対応するなど、安

定したサービスの提供と利用促進を図っている。 

・公立文化施設として全国に先駆け、利用料金の後納制を採用、継続実施し、好評を得ている。 

・ホームページ・イベント情報（毎月発行）・ポスター等の掲示により広く催事情報を広報するなど、サービ

スの拡大に努めた。 

・利用者からの指摘や要望等については、速やかに対応するとともに、職員全員で情報を共有し改善に努め

た。 

 ・利用促進として駐車場料金の上限制度を設定し、利用者サービスに繋げている。 

・館内に来館者が無料で利用できる公衆無線ＬＡＮ環境を整備し、来館者サービスならびに利用者への利便

性向上に努めている。 

・県民会館の設置目的に沿った参画・育成型事業や鑑賞型事業に積極的に取り組み、県内における芸術文化の

活性化に努めている。 

・被災地を会場とした訪問演奏会を実施し、復興支援活動を継続的に展開している。 

・もりおかＭＩＣＥ※誘致推進機構に加盟し、全国規模の催し物を岩手県に誘致するコンベンションフェア事

業へ積極的に参加している。 

 ・民間からの協賛金等を積極的に活用し、経営の安定化に努めている。 

 ・さんりく音楽祭を県から受託し、行政の補完的役割を担っている。 

 

※MICE：企業等の会議（Meeting）企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Tour）、国際機関・団体、学会等が行う会議

（Convention）、展示会・イベント（Exhibition・Event）の頭文字を組み合わせた、多くの集客交流が見込まれるビジネ

ス  イベント等の総称。 

 

② 現在、苦慮している事項、今後、改善・工夫したい事項、積極的に取り組みたい事項 

・経年劣化による大規模改修に加え、突発的な修繕等も想定されるため、設置者に大規模改修の計画を要望す

るとともに、会館を熟知した職員を配置し、事故を未然に防ぐよう努めていきたい。 

 

③ 県に対する要望、意見等 

・開館から５１年が過ぎ、施設・設備の老朽化に対する改修が必要とされるが、長期休館を伴う改修により利

用者離れが懸念されることから、可能な限り大規模改修をまとめて実施できるよう検討願いたい。 

・空調や配管などの設備機器、また舞台装置や備品等が、経年劣化により更新や修繕が必要となっている。現

在の修繕費では施設の安全に係る緊急性の高いものから優先に対応しているため、楽屋壁の塗り替えや設

備の更新修繕などが十分に実施できかねている。柔軟かつ機動的な予算措置等を検討願いたい。 

 ・東日本大震災や新型コロナウイルス感染症のような予期せぬ事態が発生した際、利用料金制をとっている

指定管理者制度そのものの脆弱さが露呈されたと考える。今後指定管理者を募集する際に、そのような場

合の補償等について明記するよう、設置者において検討願いたい。 

 ・近年、岩手県最低賃金が毎年 2～3％以上大幅に上昇し、指定管理業務に係る清掃・警備・舞台業務等の再

委託においても入札不調や多数回の入札が行なわれているなど再委託業者の確保に苦労している状況であ

り、当該業界団体からも人件費積算基準の改定を要望されている。また、当事業団の正職員の給与は県給料

表を準用しており、県の給与改定に伴い人件費が上昇している。ついては、横浜市など他の地方公共団体で

導入しているような、指定管理制度において最低賃金等の変動があった場合に、２年目以降に契約金額を

変更できるよう、新たな制度の導入を検討願いたい。 
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(2) 県による評価等 

① 指定管理者の運営状況について 

利用者の利便性向上や、老朽化した施設の維持管理に継続的に取組んでいるほか、業務内容の改善や変更等

による効率化を意識した事業運営の工夫により、厳しい状況にあっても、施設の利用促進につながる取組を着

実に実施してきたことが認められる。 

② 県の対応状況について（自己評価） 

 指定管理者と連携を密に、計画的に施設の維持管理への配慮を行い、利用者に対して安全、安心かつ快適な利

用環境を提供できるように努めた。 

 

③ 次期指定管理者選定時における検討課題等 

施設の老朽化が進んでおり、利用者の利便性の向上や、必要なサービスの確保のため、各所に改修が必要であ

り、施設の長寿命化を図るよう計画的に維持修繕に取組む必要がある。 

 

９ 改善状況等 

改善を要すると評価された項目（Ｃ、Ｄ評価の項目について） 

 

 

 

改善状況 

（指定管理者から県への報告年月日： 年 月 日） 

 

 

 

改善状況の確認 

（再評価年月日  年  月  日） 

 

 

 

 

 


